
  
 
 
 

   
 

 

平成 30 年 2 月 20 日 
各      位 

会 社 名  シ ダ ッ ク ス 株 式 会 社 

代表者名  代表取締役会長兼社長  志太  勤一 

（JASDAQ コード番号 4837 ） 

問合せ先  取締役 管理本部長 兼 広報・IR 部長 

山本  大介 

（TEL．03-5784-8909 ） 
 

定款の一部変更に関するお知らせ 
 
 
当社は、本日開催の取締役会において、「定款一部変更の件」を平成 30 年 3 月 29 日開催予定

の臨時株主総会に付議することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 
 
 

記 
 

１．定款変更の理由 

今後の機動的な資本政策に備えることを目的として、新たな種類の株式としてＡ種種類株式

及びＢ種種類株式を発行することを可能とする規定を新設し、その他所要の変更を行うもので

あります。 

 

２．変更の内容 

変更の内容は、別紙のとおりです。 

 

３．日程 

株主総会開催日        平成30年3月29日（木曜日）（予定） 
定款変更の効力発生日     平成30年3月29日（木曜日）（予定） 

 

 

 

 

 

以 上 
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（別紙）定款変更の内容 

（下線部は変更部分を示します） 
現行定款 変更後 

第２章 株式 

（発行可能株式総数） 

第６条 当会社の発行可能株式総数は、１億４千

万株とする。 
 
 
 
 
 
 

 

（新 設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２章 株式 
（発行可能株式総数および発行可能種類株式

総数） 

第６条 当会社の発行可能株式総数は、１億

４千万株とし、各種類の株式の発行可能種類

株式総数は、次のとおりとする。 

普通株式    １億４千万株 

Ａ種種類株式    １百万株 

Ｂ種種類株式    １百万株 

 

（Ａ種種類株式） 

第６条の２ 当会社の発行するＡ種種類株式

の内容は、次の各項に定めるとおりとする。

 

１ 剰余金の配当 

当会社は、普通株式を有する株主（以下「普

通株主」という。）または普通株主の登録株式

質権者（普通株主と併せて以下「普通株主等」

という。）に対して剰余金の配当を行うとき

は、当該剰余金の配当に係る基準日の最終の

株主名簿に記載または記録されたＡ種種類株

式を有する株主（以下「Ａ種種類株主」とい

う。）またはＡ種種類株式の登録株式質権者

（Ａ種種類株主と併せて以下「Ａ種種類株主

等」という。）に対し、本条第９項第１号に定

める支払順位に従い、Ａ種種類株式１株につ

き、普通株式１株当たりの配当額に基準日交

付株式数（以下に定義する。）を乗じた額の剰

余金の配当を、普通株主等に対する剰余金の

配当と同順位にて行う。 

「基準交付株式数」とは、上記剰余金の配当

に係る基準日において、下記本条５項に定め

る株式を対価とする取得請求を行った場合

（取得を請求することができる期間内である

か否かは考慮しないものとする。）にＡ種種

類株式１株の取得と引換にＡ種種類株主に交

付される普通株式の数（但し、普通株式数の

算出に当たって１株未満の端数が生じたとき

は小数点以下第三位を四捨五入した数とす

る。）をいう。 

 

２ 残余財産の分配 

当会社は、残余財産を分配するときは、本条

第９項第２号に定める支払順位に従い、Ａ種

種類株式１株につき、Ａ種種類株式１株当た

りの払込金額相当額を踏まえて、Ａ種種類株

式の発行に先立って取締役会の決議により定

める額を支払う。 



 

- 3 - 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）Ａ種種類株主等に対しては、前号のほ

か残余財産の分配を行わない。 

 

３ 議決権 

Ａ種種類株主は、法令に別段の定めがある場

合を除き、株主総会において、議決権を有し

ない。 

 

４ 種類株主総会の決議 

当会社が、会社法第３２２条１項各号に定め

る行為をする場合においては、法令に別段の

定めがある場合を除き、Ａ種種類株主を構成

員とする種類株主総会の決議を要しない。 

 

５ 普通株式を対価とする取得請求権 

（１）Ａ種種類株主は、Ａ種種類株式の発行

に先立って取締役会の決議で定める取得を請

求することができる期間（以下「取得請求期

間」という。）中、当会社がＡ種種類株式の

全部または一部を取得するのと引換えに、当

該取締役会の決議で定める算定方法により算

出される数の当会社の普通株式を交付するこ

とを請求することができる。その他の取得の

条件については、当会社がＡ種種類株式の発

行に先立って取締役会の決議によって定め

る。 

（２）前号の請求を行ったＡ種種類株主に交

付される普通株式数の算出に当たって１株未

満の端数が生じたときはこれを切り捨てる。

当会社は、当該端数の切捨てに際し、前号の

請求を行ったＡ種種類株主に対し会社法第１

６７条第３項に定める金銭を交付することを

要しない。 

 

６ 金銭を対価とする取得請求権 

Ａ種種類株主は、Ａ種種類株式の発行に先立

って取締役会の決議で定める取得請求期間

中、当会社が当該Ａ種種類株主の有するＡ種

種類株式の全部または一部を取得することと

引換に、当該取締役会の決議によって定める

額の金銭を交付することを請求することがで

きる。 

 

７ 株式の分割、株式の併合等 

（１）当会社は、株式の分割または株式の併

合をするときは、普通株式およびＡ種種類株

式ごとに、同時に同一の割合でする。 

（２）当会社は、当会社の株主に募集株式の

割当てを受ける権利を与えるときは、普通株

主には普通株式の割当てを受ける権利を、Ａ

種種類株主にはＡ種種類株式の割当てを受け
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る権利を、それぞれ同時に同一の割合で与え

る。 

（３）当会社は、当会社の株主に募集新株予

約権の割当てを受ける権利を与えるときは、

普通株主には普通株式を目的とする新株予約

権の割当てを受ける権利を、Ａ種種類株主に

はＡ種種類株式を目的とする新株予約権の割

当てを受ける権利を、それぞれ同時に同一の

割合で与える。 

（４）当会社は、株式無償割当てをするとき

は、普通株主には普通株式の株式無償割当て

を、Ａ種種類株主にはＡ種種類株式の株式無

償割当てを、それぞれ同時に同一の割合です

る。 

（５）当会社は、新株予約権無償割当てをす

るときは、普通株主には普通株式を目的とす

る新株予約権の新株予約権無償割当てを、Ａ

種種類株主にはＡ種種類株式を目的とする新

株予約権の新株予約権無償割当てを、それぞ

れ同時に同一の割合でする。 

（６）当会社は、株式移転をするとき（他の

株式会社と共同して株式移転をする場合を除

く。） 

は、普通株主には普通株式に代えて株式移転

設立完全親会社の発行する普通株式と同種の

株式を、Ａ種種類株主にはＡ種種類株式に代

えて株式移転設立完全親会社の発行するＡ種

種類株式と同種の株式を、それぞれ同一の割

合で交付する。 

（７）当会社は、単元株式数について定款の

変更をするときは、普通株式およびＡ種種類

株式のそれぞれの単元株式数について同時に

同一の割合でする。 

（８）第１項から第６項までの規定は、現に

Ａ種種類株式を発行している場合に限り適用

される。 

 

８ 譲渡制限 

譲渡によるＡ種種類株式の取得については、

当会社の取締役会の承認を要する。 

 

９ 優先順位 

（１）Ｂ種優先配当金（次条第１項第１号に

定義される。）、Ｂ種累積未払優先配当金（次

条第１項第２号に定義される。）、Ａ種種類

株主等および普通株主等に対する剰余金の配

当の支払順位は、Ｂ種累積未払優先配当金を

第１順位、Ｂ種優先配当金を第２順位、Ａ種

種類株主等および普通株主等に対する剰余金

を第３順位とする。本項の適用においては、

Ｂ種優先期中配当金（次条第２項に定義され
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（新 設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

る。）は、Ｂ種優先配当金と同順位とする。

（２）Ａ種種類株式、Ｂ種種類株式および普

通株式に係る残余財産の分配の支払順位は、

Ｂ種種類株式に係る残余財産の分配を第１順

位、Ａ種種類株式に係る残余財産の分配を第

２順位、普通株式に係る残余財産の分配を第

３順位とする。 

（３）当会社が剰余金の配当または残余財産

の分配を行う額が、ある順位の剰余金の配当

または残余財産の分配を行うために必要な総

額に満たない場合は、当該順位の剰余金の配

当または残余財産の分配を行うために必要な

金額に応じた比例按分の方法により剰余金の

配当または残余財産の分配を行う。 

 

（Ｂ種種類株式） 

第６条の３ 当会社の発行するＢ種種類株式

の内容は、次の各項に定めるとおりとする。

 

１ 優先配当金 

（１）当会社は、平成３０年４月１日以降の

日を基準日として、第４３条に定める期末配

当を行うときは、当該期末配当の基準日の最

終の株主名簿に記載または記録されたＢ種種

類株式を有する株主（以下「Ｂ種種類株主」

という。）またはＢ種種類株式の登録株式質権

者（Ｂ種種類株主と併せて以下「Ｂ種種類株

主等」という。）に対し、本条第１１項第１号

に定める支払順位に従い、法令の定める範囲

内において、Ｂ種種類株式１株につき、その

払込金額相当額に、Ｂ種種類株式の発行に先

立って取締役会の決議により定める配当年率

（１０％を上限とする）を乗じた額（以下「Ｂ

種優先配当金」という。）について、配当を行

う。ただし、当該配当の基準日の属する事業

年度において、当該基準日より前の日を基準

日として本条第２項に定めるＢ種優先期中配

当金を支払っていたときは、その合計額を控

除した額とする。 

（２）ある事業年度において、Ｂ種種類株主

等に対して支払う１株当たりの剰余金の額

（以下に定めるＢ種累積未払優先配当金の配

当を除く。）が、当該事業年度に係るＢ種優先

配当金の額に達しないときは、その不足額（以

下「未払Ｂ種優先配当金」という。）は翌事業

年度以降に累積する。当会社は、累積した未

払Ｂ種優先配当金（以下「Ｂ種累積未払優先

配当金」という。）を当該翌事業年度以降、本

条第１１項第１号に定める順位に従い、Ｂ種

種類株主等に対して支払うものとする。 

（３）当会社はＢ種種類株主等に対してＢ種
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優先配当金およびＢ種累積未払優先配当金の

合計額を超えて剰余金の配当を行わない。 

 

２ 優先期中配当金 

当会社は、第４２条または第４４条の規定に

従い、平成３０年４月１日以降において、事

業年度末日以外の日を基準日（以下「期中配

当基準日」という。）とする剰余金の配当をす

るときは、期中配当基準日の最終の株主名簿

に記載または記録されたＢ種種類株主等に対

して、本条第１１項第１号に定める支払順位

に従い、Ｂ種種類株式１株につき、その払込

金額相当額に、Ｂ種種類株式の発行に先立っ

て取締役会の決議により定める配当年率（１

０％を上限とする）を乗じて算出した金額に

ついて、当該期中配当基準日の属する事業年

度の初日（同日を含む。）から当該期中配当基

準日（同日を含む。）までの期間の実日数につ

き、１年を３６５日として日割計算により算

出される金額（以下「Ｂ種優先期中配当金」

という。）を支払うものとする。ただし、当該

期中配当基準日の属する事業年度において、

当該期中配当基準日より前の日を基準日とし

て本条に定めるＢ種期中優先配当金を支払っ

ていたときは、その合計額を控除した額とす

る。 

 

３ 残余財産の分配 

当会社は、残余財産を分配するときは、Ｂ種

種類株主等に対して、本条第１１項第２号に

定める支払順位に従い、Ｂ種種類株式１株に

つき、Ｂ種種類株式１株当たりの払込金額相

当額を踏まえて、Ｂ種種類株式の発行に先立

って取締役会の決議により定める額を支払

う。 

（２）Ｂ種種類株主等に対しては、前号のほ

か残余財産の分配を行わない。 

 

４ 議決権 

Ｂ種種類株主は、法令に別段の定めがある場

合を除き、株主総会において、議決権を有し

ない。 

 

５ 種類株主総会の決議 

当会社が、会社法第３２２条第１項各号に定

める行為をする場合においては、法令に別段

の定めがある場合を除き、Ｂ種種類株主を構

成員とする種類株主総会の決議を要しない。

 

６ 普通株式を対価とする取得請求権 

（１）Ｂ種種類株主は、Ｂ種種類株式の発行
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に先立って取締役会の決議で定める取得請求

期間中、当会社がＢ種種類株式の全部または

一部を取得するのと引換えに、当該取締役会

の決議で定める算定方法により算出される数

の当会社の普通株式を交付することを請求す

ることができる。その他の取得の条件につい

ては、当会社がＢ種種類株式の発行に先立っ

て取締役会の決議によって定める。 

（２）前号の普通株式の数の算出に当たって

１株未満の端数が生じたときはこれを切り捨

てる。当会社は、当該端数の切捨てに際し、

前号の請求を行ったＢ種種類株主に対し会社

法第１６７条第３項に定める金銭を交付する

ことを要しない。 

 

７ 金銭を対価とする取得請求権 

Ｂ種種類株主は、Ｂ種種類株式の発行に先立

って取締役会の決議で定める取得請求期間

中、当会社が当該Ｂ種種類株主の有するＢ種

種類株式の全部または一部を取得することと

引換に、当該取締役会の決議によって定める

額の金銭を交付することを請求することがで

きる。 

 

８ 金銭を対価とする取得条項 

（１）当会社は、Ｂ種種類株式について、そ

の発行に先立って取締役会の決議で定める時

期以降、取締役会の決議によって別に定める

日が到来したときは、Ｂ種種類株式の発行に

先立って取締役会の決議によって定める取得

価額で、その一部もしくは全部を取得するこ

とができる。 

（２）当会社が、前項に基づきＢ種種類株式

の一部を取得するときは、抽選または案分比

例の方法により行う。 

 

９ 株式の併合または分割、株式無償割当て、

募集株式等の割当てを受ける権利等 

当会社は、法令に別段の定めがある場合を除

き、Ｂ種種類株式について株式の併合または

分割は行わない。当会社は、Ｂ種種類株主に

対して、募集株式または募集新株予約権の割

当てを受ける権利を与えず、株式または新株

予約権の無償割当てを行わない。 

 

１０ 譲渡制限 

譲渡によるＢ種種類株式の取得については、

当会社の取締役会の承認を要する。 

 

１１ 優先順位 

（１）Ｂ種優先配当金、Ｂ種累積未払優先配
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（新 設） 
 
 
 
 
 
 
 
（単元株式数） 

第７条 当会社の単元株式数は、100株とする。

 

 

 

＜中 略＞ 

 

 

（新 設） 

当金、Ａ種種類株主等および普通株主等に対

する剰余金の配当の支払順位は、Ｂ種累積未

払優先配当金が第１順位、Ｂ種優先配当金が

第２順位、Ａ種種類株主等および普通株主等

に対する剰余金が第３順位とする。本項の適

用においては、Ｂ種優先期中配当金は、Ｂ種

優先配当金と同順位とする。 

（２）Ａ種種類株式、Ｂ種種類株式および普

通株式に係る残余財産の分配の支払順位は、

Ｂ種種類株式に係る残余財産の分配を第１順

位、Ａ種種類株式に係る残余財産の分配を第

２順位、普通株式に係る残余財産の分配を第

３順位とする。 

（３）当会社が剰余金の配当または残余財産

の分配を行う額が、ある順位の剰余金の配当

または残余財産の分配を行うために必要な総

額に満たない場合は、当該順位の剰余金の配

当または残余財産の分配を行うために必要な

金額に応じた比例按分の方法により剰余金の

配当または残余財産の分配を行う。 

 

（その他の事項） 

第６条の４ 前条までの規定および第１８条

の２の規定の他、Ａ種種類株式およびＢ種種

類株式に関するその他の事項については、法

令に別段の定めがある場合を除き、これをＡ

種種類株式およびＢ種種類株式の発行に先立

って取締役会の決議によって定める。 

 

（単元株式数） 

第７条 当会社の単元株式数は、普通株式に

つき１００株とし、Ａ種種類株式およびＢ種

種類株式につきいずれも１株とする。 

 

＜中 略＞ 

 

（種類株主総会） 

第１８条の２ 第１２条乃至第１５条、第１

６条第１項、第１７条および第１８条の規定

は、種類株主総会にこれを準用する。 

 

２ 第１６条第２項の規定は、会社法第３２

４条第２項の規定による種類株主総会の決議

にこれを準用する。 
  
 
 

 


